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「横浜市十日市場地域ケアプラザ」 重 要 事 項 説 明 書 

１ 事業者の概要 

事業者名 横浜市十日市場地域ケアプラザ 

所在地 横浜市緑区十日市場町８２５－１ 

事業者指定番号 １４７３３０００３４号 

管理者・連絡先 糸井 大理  ℡０４５－９８５－６３２２ 

業務時間外連絡先 携帯℡０８０－３６９３－０１７０ 

サービス提供地域 （緑区）十日市場町 新治町 霧が丘 三保町 寺山町 台村町 森の台 

    中山 上山 いぶき野 長津田町 長津田 長津田みなみ台 

    西八朔町 北八朔町 小山町 青砥町 白山 

（旭区）若葉台 川井本町 上川井町 川井宿町 中白根 

（青葉区）しらとり台 つつじが丘 さつきが丘 梅が丘 

併設サービス 通所介護  横浜市通所介護相当サービス 地域包括支援センター 

２ 事業者の職員体制 

職種 管理者（主任介護支援専門員） 主任介護支援専門員・介護支援専門員 

従事するサービス

の内容等 

管理者は、業務の管理を一元的に

行います。主任介護支援専門員、

介護支援専門員が不在の場合

は、代行します。 

主任介護支援専門員ならびに介護支援専門員は、

要介護者等からの相談に応じるとともに、居宅サー

ビス計画（ケアプラン）の作成を行います。また、課

題の分析を行い、必要に応じて利用者への説明を

行います。 

管理者（主任介護支援専門員）を補佐し、担当者が

不在の場合は、互いにこれを代行します。 

人員 １ 名 （常勤兼務） ２ 名 （常勤兼務１名、常勤専従１名） 

３ 業務日及び業務時間 

業務日 月曜日から土曜日まで 

ただし、祝祭日、振替休日、および１２月２９日から１月３日までを除きます 

業務時間 午前９時から午後５時まで 

４ 居宅介護支援の目的  

（１） 事業者は、介護保険法等の関係法令及びこの契約書に従い、利用者に対し可能な限り居宅においてその

有する能力に応じて、自立した日常生活を営むために必要な居宅サービスが適切に利用できるよう、利用者の

選択に基づいて居宅サービス計画（ケアプラン）を作成するとともに、当該計画に基づいて適切な居宅サービス

の提供が確保されるよう、サービス事業者等との連絡調整その他便宜を提供します。居宅サービス計画（ケアプ

ラン）の作成に当たっては、複数事業所の紹介を求めることが可能であり、居宅サービス事業所を居宅サービス

計画（ケアプラン）に位置づけた理由を求めることも可能です。

（居宅介護支援事業）
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５ サービス内容 

事業の内容は次のとおりとします。 

（１） 居宅サービス計画（ケアプラン）の作成

居宅サービス計画（ケアプラン）の作成の相談については、事業者の相談室等又は利用者のご自宅において、

利用者本人の身体状況及び生活環境等を勘案するとともに、利用者の意見を尊重の上、居宅サービス計画

（ケアプラン）を作成します。また、居宅サービス計画（ケアプラン）の作成にあたっては、利用者宅を訪問の上、

状況調査を行うものとします。居宅サービス計画（ケアプラン）の作成にあたっては、利用者の身体状況を勘案

し、ＭＤＳ－ＨＣ方式、三団体方式、日本介護福祉士方式、日本社会福祉士方式、訪問看護振興財団方式、

竹内式アセスメント方式、厚生労働省の通知で示された課題分析標準項目を満たす方式等の手法を用いて

課題の分析を行うものとします。

（２） サービス事業者やその他のサービス提供機関等との連携・調整

居宅サービス計画（ケアプラン）を作成するにあたり、サービス担当者会議を事業者の相談室等又は利用者の

自宅において行い、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有するとともに、居宅サービス計画（ケアプラ

ン）の内容について、担当者から専門的な見地から意見を求めます。居宅サービス計画（ケアプラン）の作成

に当たっては、複数事業所の紹介をし、利用者の選択において、決定します。居宅サービス計画（ケアプラン）

の内容については、利用者又はその家族に対し、居宅サービス事業所を居宅サービス計画書に位置づけた

理由も含め説明し、文書により利用者の同意を得て、利用者及び担当者に交付します。サービスの提供にお

いては、サービス事業者に関するサービスの内容、利用料等の情報を利用者又はそのご家族に提供します。

また、サービス提供開始後においても、電話、訪問等により利用者及びサービス事業者との連携を継続的に

行い、利用者に対する課題及び居宅サービス計画（ケアプラン）の実施状況を把握し、必要に応じて居宅サー

ビス計画（ケアプラン）の変更、居宅サービス事業者との連絡調整を行うものとします。

（３） 当事業者のケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の利用状況は別紙のと

おりです。（別紙参照）

（４） 医療機関との連携

入院時の医療機関との連携について、入院先医療機関へケアマネジャーの氏名、連絡先を伝えてもらうよう

依頼します。また、医療サービスを利用希望若しくは利用されている際には、主治医等に居宅サービス計画

（ケアプラン）を交付します。

訪問介護等、サービス事業者から利用者に係る情報の提供を受けた場合、利用者の服薬状況、口腔機能等

モニタリングの際にケアマネジャーが把握した情報を、主治の医師、歯科医師、薬剤師へ情報提供します。

（５） 介護保険施設の紹介とその他便宜の提供

利用者が居宅において、日常生活を営むことが困難となった場合又は利用者が介護保険施設への入所を希

望した場合においては、介護保険施設への紹介等の便宜を提供します。

（６） 市区町村等との連絡調整

６ サービス利用料及び利用者負担 

（１） 居宅介護支援につきましては、居宅サービス計画書を作成した場合の利用料の額は、厚生労働大臣が定め

る基準によるものとする。当該指定居宅介護支援が法定代理受領サービスであるときは、利用者負担はあり

ません。

（２） 介護支援専門員が通常の事業実施地域を越える地域に訪問・出張する必要がある場合は、通常の事業実

施地域を超えた所から公共交通機関を利用した旅費（実費）の負担をお願いすることがあります。なお自動

車を利用した場合の交通費は次の額をお願いすることがあります。 通常の事業実施地域を超えた所から、

片道分を１キロメートルあたり 20円。

（３） 利用者は、この居宅介護支援にかかる訪問調査、居宅サービス計画(ケアプラン)の作成等のサービス提供

を１週間以上の予告期間をもって解約できます。その際のキャンセル料については必要ありません。
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７ 当事業者における運営方針 

（１） 居宅サービス計画（ケアプラン）の作成に当たっては、利用者の意思を尊重し、心身の状況、その置かれてい

る環境等に応じて、利用者が自立した日常生活を営むことができることを目標とします。また、計画の作成に

あたっては、利用者宅を訪問の上、状況調査を行います。

（２） 居宅サービス計画（ケアプラン）の作成に当たっては、複数事業所の紹介を求めることが可能であり、居宅サ

ービス事業所を居宅サービス計画（ケアプラン）に位置づけた理由を求めることも可能です。

（３） 適正な保健医療サービス及び福祉サービスが、多様な事業者から総合的かつ効率的に提供されるように、

常に利用者の立場に立ち、提供されるサービスが特定の種類又は特定の事業者に不当に偏ることのないよ

うに、公正中立に居宅サービス計画（ケアプラン）を作成するとともに、サービス事業者との連絡調整を行い

ます。

（４） 事業の実施にあたっては、関係行政機関、地域の保健・医療・福祉サービス、ボランティア団体等との綿密な

連携をはかり、総合的なサービス提供の調整に努め、要介護状態の軽減もしくは悪化の防止又は要介護状

態になることの予防に資するように十分配慮致します。

（５） 事業者は、介護支援専門員の資質向上のため、虐待防止、権利擁護、認知症ケア、介護予防、感染症等に

関して、研修への参加機会を計画的に確保し、業務体制を整備します。

ア 採用時研修 採用後６ヶ月以内 

イ 定期研修 年１回以上 

ウ 虐待防止に関する研修    年１回以上 

エ 権利擁護に関する研修    年１回以上 

オ 認知症ケアに関する研修  年１回以上 

カ 介護予防に関する研修    年１回以上 

キ 感染症に関する研修 年１回以上 

（６） 第三者評価および介護サービス情報公表制度にともなう調査の実施

指定管理者第三者評価実施時期  令和 5年 11月 経営創研株式会社

介護サービス情報公表制度にともなう調査の実施 年 1回 評価結果の開示：有

８ 事故発生時の対応 

（１） 事業者は、居宅介護支援の実施に際して利用者の事故の発生、けがや体調の急変があった場合には、医

師や家族や市町村への連絡その他適切な措置を迅速に行います。

（２） 事業者は、事故及びその事故に際してとった処置について記録します。

（３） 事業者は、居宅介護支援の実施にあたって、利用者の生命・身体・財産に損害を与えた場合には、その損

害を賠償します。ただし、事業者の故意又は過失に寄らない時は、この限りではありません。

９ 秘密保持 

 事業者及び介護支援専門員は、業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持します。また当該事業

者の従業員でなくなった後においても、これらの秘密を保持します。ただし、居宅サービス計画(ケアプラン)を

作成するにあたり、サービス事業者に開示しなければならない情報については、事前に利用者又はその家族

から、文書で同意を得るものとします。 
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１０ 虐待防止への取り組み 

 事業者は利用者の人権擁護、虐待等の防止のため、従業者に対する研修の実施、利用者及び家族からの

苦情処理体制の整備等、必要な措置を講じます。 

１１ 事業継続計画の策定 

  感染症や災害が発生した場合でも、利用者が継続して居宅介護支援の提供を受けられるよう、業務継続 

    計画を策定し、必要な研修及び訓練を実施し取り組みます。 

１２ 衛生管理 

 感染症の予防及びまん延防止に努め、感染防止の会議等においてその対策を協議し、指針等の整備、 

    研修会や訓練を実施し感染対策に努めます。 

１３ 権利擁護・ハラスメント処理 

職場におけるハラスメントや、利用者又はその家族からの苦情・ハラスメントに適切に対応するため 

必要な措置を講じます。 

１４ 相談窓口・苦情対応 

  当事業者のサービスに関する相談や苦情については次の窓口で対応いたします。 

担当者 糸井 大理 

連絡先 TEL ０４５－９８５－６３２２  FAX ０４５－９８５－６３２５ 

その他 相談・苦情については担当者、管理者及び介護支援専門員が対応します。不在の場合

でも、応対したものが「苦情相談記録表」を作成し、担当者、管理者及び介護支援専門

員に引き継ぎます。 

また、以下の施設以外の連絡先においても苦情等の対応をいたします。 

・ はまふくコール

TEL０４５－２６３－８０８４-

・ 横浜市緑区役所

TEL０４５－９３０－２３１５（高齢・障害支援課）

・ 横浜市旭区役所

TEL０４５－９５４－６０６１（高齢・障害支援課）

・ 横浜市青葉区役所

TEL０４５－９７８－２４７９（高齢・障害支援課）

・ 神奈川県国民健康保健団体連合会

TEL０４５－３２９－３４４７（介護保険課介護苦情相談係）
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１５ 運営法人の概要 

名称 社会福祉法人 神奈川県匡済会 

代表者名 理事長  三上 章彦 

法人本部所在地・

連絡先 

横浜市泉区和泉町６１８１－２番地 

℡ ０４５－８０３－８６８４ 

実施事業の概要  本法人は、大正７年８月米騒動の勃発がきっかけで、社団法人として横浜財界人によ

り創設された。昭和２７年社会福祉法人に組織変更され、一貫して社会福祉事業を展開

し今日に至っている。 

 現在、養護老人ホーム、特別養護老人ホームの経営。ホームレス対策としての一時宿

泊所・通称どや街の相談事業・就労推進、保育事業、ケアプラザの運営を実施。 

 平成７年度から、高齢化の進む中で横浜市より在宅福祉の拠点としての地域ケアプラ

ザ、老人福祉センターの事業の受託をした。 

事業所数 事業者数 １１ヵ所   職員数約４０４名（非常勤含） 

【説明確認欄】  サービスの締結にあたり、上記により重要事項を説明しました。 

令和 年 月   日 

  横浜市十日市場地域ケアプラザ 

説明者 

サービスの締結にあたり、重要事項説明書について説明を受け、その内容に同意し、交付を受けました。

（利用者）氏名

（立会人）氏名 （利用者との関係    ） 



「横浜市十日市場地域ケアプラザ」 重 要 事 項 説 明 書 

（通所介護） 

１ 事業所の概要 

事  業  所  名 横浜市十日市場地域ケアプラザ 

所   在   地 横浜市緑区十日市場町８２５ー１ 

事業所指定番号 神奈川県１４７３３０００３４号 

管理者・連絡先 福島 英昭  電話 ０４５－９８５－６３２１ 

サービス実施地域 (緑区) 十日市場町、新治町、霧が丘、三保町、寺山町、台村町、 

森の台、中山町、いぶき野、長津田町、長津田、長津田みなみ台、

西八朔町、北八朔町、小山町 

(青葉区) しらとり台、つつじが丘、さつきが丘、梅が丘、田奈町 

併 設 サ ー ビ ス 居宅介護支援事業所 

（１） 事業の目的

  横浜市十日市場地域ケアプラザは、居宅サービス計画に基づき、ご利用者に対し可能な限り居宅におい

てその有する能力に応じて、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活の支援及び機能

訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的

及び精神的負担の軽減を図ることを目的とします。 

（２） 基本理念

あらゆる人の尊厳を守り 

常に人が人として 

文化的生活を営めるよう 

その自立に向けた支援に努める 

（３） 基本方針

◆ 利用者の立場に立った最高の福祉サービスを提供することによって、利用者のたくさ

んの笑顔があふれる匡済会を創り上げる。そして「この笑顔」こそを、私たち匡済会

メンバーの喜びとする。

◆ 「誠実で公正な行動」を信念とする匡済会であり続け、「利用者・社会の信頼」を宝

とする。

◆ 「健全経営」に徹し、利用者・ご家族・匡済会メンバーに対し、継続的な経営という

責任を果たす。

◆ メンバーの一人一人が、〈職務・業務〉の枠を超えて、「経営の目的」と「自分の目標」

を実現していこうとする「思いと行動」にあふれる匡済会を創る。

◆ メンバーがお互いにその人間性を尊重することによって、活き活きと働くことができ

る匡済会を創る。

（４） 運営方針

①指定通所介護等は、利用者の要介護又は要支援状態の軽減若しくは悪化の防止又は

要介護状態となることの予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行います。

②事業者自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図ります。

③サービスの提供に当たっては、通所介護計画に基づき、利用者の機能訓練及び



そのものが日常生活を営むことができるよう必要な援助を行います。 

④従業者は、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提

供方法等について理解しやすいに説明を行います。

⑤介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行います。

⑥常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他

必要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供します。特に認知症の状態にある要

介護者等に対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を

整えます。

（５）事業所の職員体制

職 種 従事するサービス内容等 人 員 

管 理 者 管理者は､事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。

管理者が不在の場合は事業責任者が代行する。 

１名（常勤兼務） 

生 活 相 談 員 生活相談員は通所介護計画に基づき、利用者の心身の状況を的確

に把握し、日常生活を営めることができるよう、適切な機能訓練、

および相談援助業務を行う。生活相談員は事業責任者を補佐し、

担当者が不在の場合は、互いにこれを代行する。 

3名以上（常勤、 

準職員兼務） 

看 護 職 員 看護職員は､各利用者の健康管理及び心身の状態の把握を行う。 3名以上（非常勤兼務) 

介 護 職 員 介護職員は､入浴介助等の日常生活上必要な介護を行う。 13 名以上（常勤、準職

員兼務、非常勤専従） 

機能訓練指導員 日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する為の訓練を行う。 3 名以上（非常勤兼務) 

２ 営業日及び営業時間 

営  業  日 営  業  時  間 

営業日は、月曜日から土曜日までとなります。（但し、

１２月２９日から１月３日までを除きます） 

営業時間は、午前９時から午後５時までとなります。（但し、サービ

スの提供時間は午前９時４5分から午後 3時 45分まで）

３ サービスの内容 

（１） 生活等についての相談、助言

（２） 機能訓練

（３） 必要な日常生活の世話

（４） 健康状態の確認

（５） 送迎

（６） 食事の提供

（７） 入浴

４ 利用料金 

（1）利用者の方からいただく利用者負担金は、介護保険の法定利用者負担金の範囲内で定められた金額です。

なお利用料金は、ご指定の金融機関口座から引き落としさせていただきます。 

（２）ご利用料金は別表をご確認下さい。

（３）その他の費用

① 食事代 （おやつ代 50円込み）・・・800円

② 通常の事業実施地域を超えてサービスを提供する場合にかかる交通費は徴収しない。

③ サービス提供において日常生活に必要とされるもの



④ 通常のレクリエーション以外に行う特別な行事に係る経費については、

事前説明の上ご負担していただくことがあります。

５ 秘密保持 

事業所及び従業者は、業務上知りえた利用者又はその家族の秘密を保持します。正当な理由なく第三者に漏

らしません。この守秘義務は、従業員の雇用契約終了後も同様といたします。 

６ 緊急時等及び非常災害時における対応方法 

(１)利用者に容体の変化などがあった場合は、看護職員により必要な処置を講ずるほか、ご

家族へ速やかに連絡し必要に応じて協力医療機関へ搬送します。また、関係機関や管理者

に報告します。

(２)事業所は、消防法施行細則第３条に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対処

するための計画に基づき、非常災害に備える為、年２回以上避難、救出その他必要な訓練

を行います。

(３)事業者は、非常災害時に利用者(及び地域住民のために３日間の避難を想定した災害備蓄

の確保を行います。

７ 事故発生時の対応方法 

事故が発生した場合には、応急処置及び緊急受診などの必要な処置を講ずる他、ご家族に 

速やかに連絡いたします。必要に応じて保険者にも報告いたします。 

（2）通所介護の実施にあたって、利用者の生命・身体・財産に損害を与えた場合にはその

損害を賠償します。ただし、事業者の故意又は過失に因らない時は、この限りではあり

ません。

８ サービスに当たっての留意事項 

（１） 事業所では飲酒、喫煙は行えません。

（２） 事業所内では政治、宗教、布教、勧誘、営業活動は禁止となります。

（３） 処置などに要する医療物品等を持ち込む場合は事前にお知らせ下さい。

（４） 金銭の持ち込みは原則禁止しています。紛失された場合の責任は負いかねます。

（５） 飲食物の持ち込みは原則禁止しています。医療、健康状態上の必要性が認められる場

合の持ち込みはスタッフにお尋ね下さい。

（６） スタッフ、利用者間での金銭・物品・飲食物などの授受は禁止しています。

９ 衛生管理 

事業所は食中毒及び感染症（インフルエンザ・新型コロナ感染症など）の発生防止に努

め、必要な業務体制を整備します。 



１０ 相談窓口・苦情対応 

（１）当事業所のサービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応いたします。

電 話 番 号 ０４５－９８５－６３２１ F  A  X  番  号 ０４５－９８５－６３２５ 

担 当 者 福島 英昭 

そ の 他 相談・苦情については､担当者、管理者及び生活相談員が対応します。不在の場合

でも、対応した者が必ず「苦情相談記録表」を作成し、担当者等に引き継ぎます。 

また、以下の連絡先においても苦情等の対応をいたします。 

・はまふくコール             ０４５－２６３－８０８４ 

・横浜市緑区役所 （高齢・障害支援課）  ０４５－９３０－２３１５  

・横浜市青葉区役所（高齢・障害支援課）  ０４５―９７８－２４７９  

・神奈川県 国民健康保険団体連合会 （介護保険課介護苦情相談係）

 ０４５－３２９－３４４７  

受付時間／午前９：００～午後５：００(土・日・祝祭日・年末年始を除く) 

（２）利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために必要な措置を講じます。

（３）事業者は、介護保険法第２３条の規程により市町村が行う調査に協力するとともに、

指導又は助言を受けた場合は必要な改善を行います。

（４）事業者は提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会

が行う調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合は必要な改善を行います。 

１１ 虐待防止に関する事項 

事業者は、利用者の人権の擁護・虐待防止のための次の措置を講じます。 

（１）虐待を防止するための従業者に対する研修の実施

（２）利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備

（３）その他虐待防止のために必要な措置

①虐待防止の為の対策を検討する委員会（事故虐待防止委員会）を定期的に開催し、

その結果を職員に周知する。

②虐待防止の為の指針を整備する。

③職員に対し、虐待防止の為の研修を定期的に実施する。

④上記措置を適切に実施するために担当者を置く。

12 ハラスメント対策 

  事業者は、適切な指定通所介護等の提供を確保する観点から、職場において行われる性

的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超え

たものにより、職員等の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化などの必

要な措置を講ずるものとする。 

13 第三者評価の実施状況 

  実施されていません。 



14 運営法人の概要 

名 称 社会福祉法人 神奈川県匡済会 

代 表 者 名 理 事 長 三上 章彦 

法 人 本 部 所 在 地 横浜市泉区和泉町６１８１－２番地  電 話 ０４５－８０３－８６８４ 

実 施 事 業 の 概 要 本法人は､大正７年８月米騒動の勃発がきっかけで、社団法人として横浜財

界人により創設された。昭和２７年社会福祉法人に組織変更され、一貫して社

会福祉事業を展開し今日に至っている。 

現在、横浜市条例による、住居のない男子労働者の宿泊施設、平成６年から

はホームレス対策としての一時宿泊所､通称どや街の相談事業、保育事業を実

施。また低所得者対象の養護老人ホーム､寝たきり高齢者施設特別養護老人ホ

ームを経営。平成７年度からは、高齢化の進む中で、横浜市より在宅福祉の地

域拠点施設としての地域ケアプラザ､老人福祉センターの事業の受託を行う。 

事 業 所 数 事業所数 １１ヶ所、  職員数 約 421名（非常勤職員含む） 

15 その他運営についての注意事項 

（１）利用者が、自立した日常生活を営むこと及び利用者の家族の負担を軽減することを目標に、利用者の

心身の特性を踏まえ、その有する能力に応じて､通所介護サービスを提供します。 

（２）通所介護サービス計画の作成にあたっては､利用者の意思を尊重し､心身の状況､その置かれている環境

等に応じて、利用者が自立した日常生活を営むことができることを目標とします。計画の作成にあたっ

ては、必要に応じて利用者宅を訪問の上､状況調査を行います。 

（３）事業の実施にあたっては、関係行政機関・地域の保健・医療・福祉サービス・ボランティア団体等と

の綿密な連携を図り総合的なサービス提供の調整に努め､要介護状態の軽減もしくは悪化の防止、または

要介護状態になることの予防に資するように十分配慮します。 

（４）事業所は従業員の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設け、業務態勢を整

備します。 

採用時研修：採用後 6ヶ月以内 

研修内容：（法人の基本理念、基本・運営方針、業務マニュアル、ハラスメント、 

感染症、苦情受付対応、虐待防止、認知症、事故対応・事故予防ほか） 

定期研修：年 1回以上 （人権研修、個人情報保護に関する研修ほか） 

（５）介護サービス情報の公表について

「介護サービス情報の公表」制度の通知により、当事業所では第三者による調査を受けています。これら

の情報は、指定情報公表センターなどのホームページでご覧いただくこともできます。

【説明確認欄】  サービス契約の締結にあたり、上記により重要事項を説明しました。

名 称   横浜市十日市場地域ケアプラザ 

令和  年  月  日 説明者 

サービス契約の締結にあたり、重要事項説明書の説明を受け、その内容に同意し交付を受けました。 

（利用者） 氏 名 

（立会人） 氏 名 



「横浜市十日市場地域ケアプラザ」 重 要 事 項 説 明 書 

（横浜市通所介護相当サービス） 

１ 事業所の概要 

事  業  所  名 横浜市十日市場地域ケアプラザ 

所   在   地 横浜市緑区十日市場町８２５ー１ 

事業所指定番号 神奈川県１４７３３０００３４号 

管理者・連絡先 福島 英昭  電話 ０４５－９８５－６３２１ 

サービス実施地域 (緑区) 十日市場町、新治町、霧が丘、三保町、寺山町、台村町、 

森の台、中山町、いぶき野、長津田町、長津田、長津田みなみ台、

西八朔町、北八朔町、小山町 

(青葉区) しらとり台、つつじが丘、さつきが丘、梅が丘、田奈町 

併 設 サ ー ビ ス 居宅介護支援事業所 

（１） 事業の目的

  横浜市十日市場地域ケアプラザは、居宅サービス計画に基づき、ご利用者に対し可能な限り居宅におい

てその有する能力に応じて、自立した日常生活を営むことができるよう、必要な日常生活の支援及び機能

訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身の機能の維持並びに利用者の家族の身体的

及び精神的負担の軽減を図ることを目的とします。 

（２） 基本理念

あらゆる人の尊厳を守り 

常に人が人として 

文化的生活を営めるよう 

その自立に向けた支援に努める 

（３） 基本方針

◆ 利用者の立場に立った最高の福祉サービスを提供することによって、利用者のたくさ

んの笑顔があふれる匡済会を創り上げる。そして「この笑顔」こそを、私たち匡済会

メンバーの喜びとする。

◆ 「誠実で公正な行動」を信念とする匡済会であり続け、「利用者・社会の信頼」を宝

とする。

◆ 「健全経営」に徹し、利用者・ご家族・匡済会メンバーに対し、継続的な経営という

責任を果たす。

◆ メンバーの一人一人が、〈職務・業務〉の枠を超えて、「経営の目的」と「自分の目標」

を実現していこうとする「思いと行動」にあふれる匡済会を創る。

◆ メンバーがお互いにその人間性を尊重することによって、活き活きと働くことができ

る匡済会を創る。

（４） 運営方針

①横浜市通所介護相当サービスは、利用者の要支援状態の軽減若しくは悪化の防止又は

要介護状態となることの予防に資するよう、その目標を設定し、計画的に行います。

②事業者自らその提供するサービスの質の評価を行い、常にその改善を図ります。

③サービスの提供に当たっては、横浜市通所介護相当サービス計画に基づき、利用者の



機能訓練及びそのものが日常生活を営むことができるよう必要な援助を行います。 

④従業者は、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、サービスの提

供方法等について理解しやすいように説明を行います。

⑤介護技術の進歩に対応し、適切な介護技術をもってサービスの提供を行います。

⑥常に利用者の心身の状況を的確に把握しつつ、相談援助等の生活指導、機能訓練その他

必要なサービスを利用者の希望に添って適切に提供します。特に認知症の状態にある要

支援者等に対しては、必要に応じ、その特性に対応したサービスの提供ができる体制を

整えます。

（５）事業所の職員体制

職 種 従事するサービス内容等 人 員 

管 理 者 管理者は､事業所の従業者の管理及び業務の管理を一元的に行う。

管理者が不在の場合は事業責任者が代行する。 

１名（常勤兼務） 

生 活 相 談 員 生活相談員は通所介護計画に基づき、利用者の心身の状況を的確

に把握し、日常生活を営めることができるよう、適切な機能訓練、

および相談援助業務を行う。生活相談員は事業責任者を補佐し、

担当者が不在の場合は、互いにこれを代行する。 

3 名以上（常勤、

準職員兼務） 

看 護 職 員 看護職員は､各利用者の健康管理及び心身の状態の把握を行う。 3 名以上（非常勤

兼務) 

介 護 職 員 介護職員は､入浴介助等の日常生活上必要な介護を行う。 １3 名以上（常勤、準

職員兼務、非常勤専

従） 

機能訓練指導員 日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止する為の訓練を行う。 3 名以上（非常勤

兼務) 

２ 営業日及び営業時間 

営  業  日 営  業  時  間 

営業日は、月曜日から土曜日までとなり

ます。（但し、１２月２９日から１月３

日までを除きます） 

営業時間は、午前９時から午後５時までとなります。 

（但し、サービスの提供時間は午前９時 45 分から午後 3時４

５分まで） 

３ サービスの内容 

（１） 生活等についての相談、助言

（２） 機能訓練

（３） 必要な日常生活の世話

（４） 健康状態の確認

（５） 送迎

（６） 食事の提供

（７） 入浴

４ 利用料金 

（1）利用者の方からいただく利用者負担金は、介護保険の法定利用者負担金の範囲内で定められた金額です。

なお利用料金は、ご指定の金融機関口座から引き落としさせていただきます。 

（２）ご利用料金は別表をご確認下さい。



（３）その他の費用

① 食事代（おやつ代 50 円込み）・・・800円

② 通常の事業実施地域を超えてサービスを提供する場合にかかる交通費は徴収しない。

③ サービス提供において日常生活に必要とされるもの

④ 通常のレクリエーション以外に行う特別な行事に係る経費については、事前説明の上ご負担して

いただくことがあります。

５ 秘密保持 

事業所及び従業者は、業務上知りえた利用者又はその家族の秘密を保持します。正当な理由なく第三者に漏

らしません。この守秘義務は、従業員の雇用契約終了後も同様といたします。 

６ 緊急時等及び非常災害時における対応方法 

(１)利用者に容体の変化などがあった場合は、看護職員により必要な処置を講ずるほか、ご

家族へ速やかに連絡し必要に応じて協力医療機関へ搬送します。また、関係機関や管理者

に報告します。

(２)事業所は、消防法施行細則第３条に規定する消防計画及び風水害、地震等の災害に対処

するための計画に基づき、非常災害に備える為、年２回以上避難、救出その他必要な訓練

を行います。

(３)事業者は、非常災害時に利用者(及び地域住民のために３日間の避難を想定した災害備蓄

の確保を行います。

７ 事故発生時の対応方法 

事故が発生した場合には、応急処置及び緊急受診などの必要な処置を講ずる他、ご家族 

に速やかに連絡いたします。必要に応じて保険者にも報告いたします。 

（2）横浜市通所介護相当サービスの実施にあたって、利用者の生命・身体・財産に損害を

与えた場合にはその損害を賠償します。ただし、故意又は過失によらない時は、この限

りではありません。

８ サービスに当たっての留意事項 

（１） 事業所では飲酒、喫煙は行えません。

（２） 事業所内では政治、宗教、布教、勧誘、営業活動は禁止となります。

（３） 処置などに要する医療物品等を持ち込む場合は事前にお知らせ下さい。

（４） 金銭の持ち込みは原則禁止しています。紛失された場合の責任は負いかねます。

（５） 飲食物の持ち込みは原則禁止しています。医療、健康状態上の必要性が認められる場

合の持ち込みはスタッフにお尋ね下さい。

（６） スタッフ、利用者間での金銭・物品・飲食物などの授受は禁止しています事業所での

飲酒は行えません。

９ 衛生管理 

事業所は食中毒及び感染症（インフルエンザ・感染性大腸炎他）の発生防止に努め、必

要な業務体制を整備します。 



１０ 相談窓口・苦情対応 

（１）当事業所のサービスに関する相談や苦情については、次の窓口で対応いたします。

電 話 番 号 ０４５－９８５－６３２１ F  A  X  番  号 ０４５－９８５－６３２５ 

担 当 者 福島 英昭 

そ の 他 相談・苦情については､担当者、管理者及び生活相談員が対応します。不在の

場合でも、対応した者が必ず「苦情相談記録表」を作成し、担当者等に引き継

ぎます。また、以下の連絡先においても苦情等の対応をいたします。 

・はまふくコール             ０４５－２６３－８０８４ 

・横浜市緑区役所 （高齢・障害支援課）  ０４５－９３０－２３１５  

・横浜市青葉区役所（高齢・障害支援課）  ０４５―９７８－２４７９  

・神奈川県 国民健康保険団体連合会 （介護保険課介護苦情相談係）

 ０４５－３２９－３４４７  

受付時間／午前９：００～午後５：００(土・日・祝祭日・年末年始を除く) 

（２）利用者からの苦情に迅速かつ適切に対応するために必要な措置を講じます。

（３）事業者は、介護保険法第２３条の規程により市町村が行う調査に協力するとともに、

指導又は助言を受けた場合は必要な改善を行います。

（４）事業者は提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して国民健康保険団体連合会

が行う調査に協力するとともに、指導又は助言を受けた場合は必要な改善を行います。 

１１ 虐待防止に関する事項 

事業者は、利用者の人権の擁護・虐待防止のための次の措置を講じます。 

（１）虐待を防止するための従業者に対する研修の実施

（２）利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備

（３）その他虐待防止のために必要な措置

①虐待防止のための対策を検討する委員会（事故虐待防止委員会）を定期的に開催し、

その結果を職員に周知する。

②虐待防止の為の指針を整備する。

③職員に対し、虐待防止の為の研修を定期的に実施する。

④上記措置を適切に実施する為に担当者を置く。

12 ハラスメント対策 

事業者は適切な指定通所介護等の提供を確保する観点から職場において行われる性的な言

動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当な範囲を超えたものに

より、職員等の就業環境が害されることを防止するための方針の明確化などの必要な措置

を講ずるものとする。 

13 第三者評価の実施状況 

  実施されていません。 



14 運営法人の概要 

名 称 社会福祉法人 神奈川県匡済会 

代 表 者 名 理 事 長 三上 章彦 

法 人 本 部 所 在 地 横浜市泉区和泉町６１８１－２番地  電 話 ０４５－８０３－８６８４ 

実 施 事 業 の 概 要 本法人は､大正７年８月米騒動の勃発がきっかけで、社団法人として横浜財

界人により創設された。昭和２７年社会福祉法人に組織変更され、一貫して社

会福祉事業を展開し今日に至っている。 

現在横浜市条例による、住居のない男子労働者の宿泊施設、平成６年からは、

ホームレス対策としての一時宿泊所､通称どや街の相談事業、保育事業を実施。

また低所得者対象の養護老人ホーム､寝たきり高齢者施設特別養護老人ホーム

を経営。平成７年度からは、高齢化の進む中で、横浜市より在宅福祉の地域拠

点施設としての地域ケアプラザ､老人福祉センターの事業の受託を行う。 

事 業 所 数 事業所数 １１ヶ所、  職員数 約 421名（非常勤職員含む） 

15 その他運営についての注意事項 

（１）利用者が、自立した日常生活を営むこと及び利用者の家族の負担を軽減することを目標に、利用者の

心身の特性を踏まえ、その有する能力に応じて､通所介護サービスを提供します。 

（２）横浜市通所介護相当サービス計画の作成にあたっては､利用者の意思を尊重し､心身の状況､その置かれ

ている環境等に応じて、利用者が自立した日常生活を営むことができることを目標とします。計画の作

成にあたっては、必要に応じて利用者宅を訪問の上､状況調査を行います。 

（３）事業の実施にあたっては、関係行政機関・地域の保健・医療・福祉サービス・ボランティア団体等と

の綿密な連携を図り総合的なサービス提供の調整に努め､要介護状態の軽減もしくは悪化の防止、または

要介護状態になることの予防に資するように十分配慮します。 

（４）事業所は従業員の質的向上を図るための研修の機会を次のとおり設け、業務態勢を整

備します。 

採用時研修：採用後 6ヶ月以内 

研修内容：（法人の基本理念、基本方針、運営方針、業務マニュアル、ハラスメント、 

感染症、苦情受付対応、虐待防止、認知症、事故対応・事故予防ほか） 

定期研修：年 1回以上  

（５）介護サービス情報の公表について

「介護サービス情報の公表」制度の通知により、当事業所では第三者による調査を受けています。これら

の情報は、指定情報公表センターなどのホームページでご覧いただくこともできます。

【説明確認欄】  サービス契約の締結にあたり、上記により重要事項を説明しました。

名 称   横浜市十日市場地域ケアプラザ 

令和  年  月  日 説明者 

サービス契約の締結にあたり、重要事項説明書の説明を受け、その内容に同意し交付を受けました。 

（利用者） 氏 名 

（立会人） 氏 名 
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